




























































































































































































                                                                                                                                               
(6) 満鉄は1920年より東亜同文書院へ学生を派遣している（佐々木2003；石田2009b）。 





















































































                                                 
(10) 東亜同文書院は1901年から1913年まで上海南郊の高昌廟桂墅里〔現上海交通大学医学院付属第九人民医院〕にあっ
た。 













































































昭和十年十月四日  藤井静宣○印           （JACAR Ref. B05015681000：第4-5画像） 
図 4藤井静宣履歴書 
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(18) 東亜同文書院の北京移転構想については石田（2009a）参照のこと。 
(19) 1937年11月26日津田静枝東亜同文会理事司会で東亜同文書院卒業生有志の会合が開かれ、東亜同文書院北京移転に




㊙電報            二、二四後 九、〇五発 一一、二六着 
方特務電報四八五號 
次官
次長宛  甲集團特務部長 
東亞同文會ノ爲軍ノ保護管理中ノ家屋ヲ貸與シアルモ其後同文會ハ何等ノ活動ヲ爲サス留守番ノミヲ
置キアルモ斯クテハ目下北京市ナカの住宅拂底ノ現況上看過シ難キニ付之ヲ軍ニ引上クルニ付同文會































                                                 











   發送先 
   陸軍大臣 参謀次長 
   陸軍次官 敎育総监督部本部長 
   軍務局長 
   軍事課長 
   兵務課長 
   調査班長 





















は当初難色を示したものの最終的には同意した（JACAR Ref. B05015988400：第2画像）。同年 5 月には理


































































第 1 首では、西南から火災が始まり、その後は東へと爆撃が続いたとしているが、「6月 19日午後
11時43分ごろ、最初の焼夷弾が投下され柳生川運河北方面が燃えはじめた。さらに1分後には、中心部の
松山町付近に被弾した」（総務省n.d.）という実際の状況と合致する。当時浄円寺は市街の中心地にあり、


























































  淸度法師台灣より 
老師たちみな香港に避けたりと亡命の僧ひそかに語る 



















































































































































































































































































































————Ref. C15120135000、時局関係資料綴昭和6. 9. 4~6. 9. 8(中央-軍事行政その他-84)(防衛省防衛研究所) 
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